
 

第２３期第２回福島海区漁業調整委員会議事録 

 

Ⅰ 日 時：令和７年６月１３日（金） １３：３０～１４：２５ 

 

Ⅱ 場 所：福島県水産会館 研修室 

（いわき市中央台飯野４丁目３‐１） 

 

Ⅲ 次 第 

１ 開会 

２ 会長挨拶 

３ 出席状況報告 

４ 議事録署名人選出 

５ 議 題 

（１）議案 

議案第１号 太平洋広域漁業調整委員会委員の互選について 

議案第２号 福島県水産業振興審議会委員候補者の推薦について 

議案第３号 特定水産資源の漁獲可能量の変更について（くろまぐろ）（諮

問・答申） 

議案第４号 特定水産資源の漁獲可能量の配分について（まさば及びごまさ

ば太平洋系群並びにまだら本州太平洋北部系群）（諮問・答申） 

議案第５号 沖合天然礁はえなわ漁業に関する委員会指示について 

議案第６号 河口付近はえなわ漁業に関する委員会指示について 

議案第７号 小型定置漁業の保護区域に関する委員会指示について 

（２）報告事項 

ア ぶりの漁獲可能量による管理を行う際の参考となる数量について 

イ 全国海区漁業調整委員会連合会通常総会（第６１回）の結果について 

６ 閉会 

 

Ⅳ 委員の定数 １５名 

 

Ⅴ 出席者 

１ 委 員（１４名） 

今野 智光 会長 鈴木 哲二 会長代理 今泉 浩一 委員  



 

狩野 一男 委員 平 仁一 委員 永瀬 哲浩 委員  

久田 要一 委員 森田 政利 委員 吉田 康男 委員  

渡邊 登 委員 宮﨑 奈穂 委員 渡邊 千夏子 委員（ＷＥＢ参加）  

氏居 俊夫 委員 宮下 朋子 委員  

 

 ２ 知事部局及び海区漁業調整委員会事務局 

所属及び職名 氏名 

水産課長（併）海区事務局長 平田 豊彦 

水産課主査 平川 直人 

水産課技師 御代 侑希 

水産事務所長 佐久間 徹 

水産事務所主任主査 實松 敦之 

水産海洋研究センター所長 山廼邉 昭文 

水産資源研究所長 後藤 勝彌 

海区事務局 次長（業務担当） 佐藤 太津真 

  〃   副主査 酒井 理沙 

  〃   主事 渡部 もも 

〃   主事 佐藤 琴美 

〃   主事 新妻 樹 

〃    主事 金子 正子 

  

 

  



 

１ 開会（１３:３０～） 

事務局(佐

藤次長) 

 定刻となりましたので、これより第２３期第２回福島海区漁業

調整委員会を開会いたします。 

２ 会長挨拶 

事務局(佐

藤次長) 

はじめに、会長より御挨拶をお願いいたします。 

今野会長  みなさん、こんにちは。本日は、お忙しい中、第２３期第２回

福島海区漁業調整委員会に御出席いただき、誠にありがとうござ

います。 

 さて、本日は議案７題、報告事項２題を予定しております。 

十分に御審議いただくことをお願いしまして、私からの挨拶と

いたします。本日はよろしくお願いします。 

３ 出席状況報告 

事務局(佐

藤次長) 

 次に、委員の出席状況を御報告いたします。 

本日は委員１５名中、１３名は会場に御出席をいただいてお

り、渡邊千夏子委員におかれましては、インターネット上での御

出席となっております。福島海区漁業調整委員会運営規程第３条

第５項の規定による、会長が適当と認める情報通信機器を活用し

ての御参加となります。 

よって、出席委員数は１４名であり、漁業法第１４５条第１項

の規定に基づく定足数である過半数に達しており、委員会は成立

することを御報告いたします。 

４ 議事録署名人選出 

事務局(佐

藤次長) 

 議事に先立ちまして議事録署名人を選出いたします。 

 福島海区漁業調整委員会運営規程第１１条第１項の規定に基

づき、会長が指名することとなっております。 

では会長、よろしくお願いいたします。 

今野会長 それでは、議事録署名人には平委員、永瀬委員を指名いたしま

す。両委員には、よろしくお願いいたします。 

両委員 （「はい」との声あり） 

５ 議題 

事務局(佐

藤次長) 

これより、議事に入ります。 

議長につきましては、福島海区漁業調整委員会運営規程第３条

第１項の規定に基づき、会長が務めることとなっております。 

会長、よろしくお願いいたします。 

（１）議案 

議案第１号 太平洋広域漁業調整委員会委員の互選について 

議 長 議案第１号「太平洋広域漁業調整委員会委員の互選について」



 

を議題といたします。 

詳細について事務局から説明をお願いします。 

事務局(佐

藤次長) 

はい、議長。 

事務局の佐藤です。 

 議案第１号「太平洋広域漁業調整委員会委員の互選について」

を御説明いたします。 

 資料の４ペ－ジをお開きください。 

漁業調整委員会には漁業法第１３４条により、海区漁業調整委

員会、連合海区漁業調整委員会、広域漁業調整委員会の３つの委

員会が規定されております。  

このうち広域漁業調整委員会の設置について御説明します。 

広域漁業調整委員会は、我が国周辺水域のおける水産資源の管

理を的確に行うため、都道府県の区域を越えて広域的に分布回遊

し、かつ、それを漁獲する漁業種類が大臣管理漁業と複数の知事

管理漁業にまたがる水産資源の管理に係る漁業調整を行うこと

を目的に、国の常設機関として設置されております。 

海域毎に太平洋広域漁業調整委員会、日本海・九州西広域漁業

調整委員会、瀬戸内海広域漁業調整委員会の３委員会があり、本

県は太平洋広域漁業調整委員会に委員を選出しております。 

 太平洋広域漁業調整委員会の委員構成は３のとおりで、北海道

から宮崎県までの各県海区委員会からの互選委員１８名、大臣選

任の漁業者代表委員７名、大臣選任の学識経験者３名で構成され

ております。 

今回は、３の（１）である各海区漁業調整委員会の代表者とな

る委員を、福島海区漁業調整委員会の中から互選していただきま

す。 

 ４の機能等は省略させていただき、直近の議題について説明い

たします。 

５に令和６年度の議題を記載しております。令和６年度は２回

開催されており、キンメダイやクロマグロに関する委員会指示や

広域魚種の資源管理について協議されました。 

 最後に、資料５ページの６を御覧下さい。 

本日、互選いただく太平洋広域漁業調整委員会委員の任期は、

前任者の任期満了となる令和７年１０月１日から令和１１年９

月３０日までとなります。 

 議案第１号「太平洋広域漁業調整委員会委員の互選について」



 

の説明は以上です。御審議よろしくお願いいたします。 

議 長 ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。 

各委員 （質疑なし） 

議 長 質疑がないようですので、御推薦をお願いします。 

永瀬委員 はい。 

議 長 はい、永瀬委員。 

永瀬委員 沖合漁業も含めて、広域漁業に精通している鈴木哲二委員が適

任と思われますので、鈴木哲二委員を推薦したいと思います。 

議 長 ただいま、鈴木哲二委員を推薦する意見がありましたが、他に

御意見はありませんか。 

各委員 （意見なし） 

議 長 他に意見がなければ、鈴木委員を太平洋広域漁業調整委員会委

員に選任することで御異議はございませんか。 

各委員 （異議なし） 

議 長 それでは、鈴木委員を太平洋広域漁業調整委員会委員に選任す

ることに決定いたします。 

鈴木委員、よろしくお願いします。 

鈴木哲二委

員 

よろしくお願いします。 

議案第２号 福島県水産業振興審議会委員候補者の推薦について 

議 長 議案第２号「福島県水産業振興審議会委員候補者の推薦につい

て」を議題といたします。 

詳細について知事部局から説明をお願いします。 

平田課長 はい、議長。 

水産課の平田です。 

議案第２号「福島県水産業振興審議会委員候補者について」を

御説明いたします。 

資料の７ページをお開きください。 

福島県水産業振興審議会は「附属機関の設置に関する条例」に

基づきまして、知事の附属機関として設置されております。水産

業振興計画の樹立や実行など、水産業に関する重要事項を調査・

審議することと定められております。 

資料の８ページをお開きください。 

委員の構成ですが「福島県水産業振興審議会規則」第２条に基

づき、第１号委員として市町村の長、第２号委員として水産業関

係団体の役職員又は農林中央金庫の職員、第３号委員として海区

漁業調整委員会の委員、第４号委員として漁村の青年婦人組織を

代表する者、第５号委員として学識経験を有する者、合計１５名

の委員で構成されています。 

任期は規則第４条のとおり２年間となっており、現委員の任期

は、令和５年１１月１日より令和７年１０月３１日までとなって



 

おります。 

資料の１０ページをお開きください。 

現委員の名簿でございます。海区漁業調整委員会が構成員とな

る第３号委員については、宮下朋子委員に就任いただいておりま

す。 

資料の６ページをお開きください。 

知事から貴委員会への依頼文でございます。現在の水産業振興

審議会委員の任期が今年の１０月末で満了いたしますので、後任

委員の推薦について、貴委員会に依頼するものでございます。 

最後に、資料の１１ページをお開きください。 

これまでに第３号委員に就任いただいた貴委員会委員をお示

ししたものでございますが、水産業振興審議会においては、漁業

関係者の委員が第２号委員としてすでに構成員となっているこ

とから、これまでは学識委員または中立委員から推薦をいただい

ております。 

説明は以上です。御審議よろしくお願いいたします。 

議 長 ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。 

各委員 （質疑なし） 

議 長 質疑がないようですので、御推薦をお願いします。 

平委員 はい。 

議 長 はい、平委員。 

平委員 これまでと同様に、中立・公正な立場で参加していただくため、

弁護士の宮下委員が適任と思われますので、宮下委員を推薦した

いと思います。 

議 長 ただいま、宮下委員を推薦する意見がありましたが、他に御意

見はありませんか。 

各委員 （意見なし） 

議 長 他に意見がなければ、宮下委員を福島県水産業振興審議会委員

に推薦することで御異議はございませんか。 

各委員 （異議なし） 

議 長 それでは、議案第２号「福島県水産業振興審議会委員候補者の

推薦について」は、宮下委員を推薦いたします。 

宮下委員、よろしくお願いします。 

宮下委員 よろしくお願いします。 

議案第３号 特定水産資源の漁獲可能量の変更について（くろまぐろ）（諮

問・答申） 

議 長 議案第３号「特定水産資源の漁獲可能量の変更について（くろ

まぐろ）」を議題といたします。 

知事から諮問されておりますので、詳細については知事部局か

ら説明をお願いします。 



 

平田課長 はい、議長。 

水産課の平田です。 

議案第３号「特定水産資源の漁獲可能量の変更（くろまぐろ）」

について御説明いたします。 

資料１２ページをお開きください。 

令和７年６月２日付け７生流第９９０号で貴委員会へ諮問し

ております。 

今回の諮問は、特定水産資源のうち「くろまぐろ」に関して、

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの令和７管理年

度における、国から都道府県に配分されている都道府県別漁獲可

能量が変更されたことから、知事が定める知事管理漁獲可能量を

変更する必要があるため、漁業法の規定に基づき貴委員会の意見

を求めるものです。 

内容の詳細につきましては、担当から説明させますので、御審

議をよろしくお願いいたします。 

平川主査 はい、議長。 

水産課の平川です。 

議案第３号の内容について御説明します。 

資料１３ページを御覧ください。１の「概要」を御覧ください。 

今回の諮問の概要を御説明します。 

特定水産資源のうち「くろまぐろ」について、令和７年４月１

日から令和８年３月３１日までの令和７管理年度における当初

の知事管理漁獲可能量は、今年２月に貴委員会へ諮問の上決定

し、令和７年３月２８日に告示しております。 

今般、国において定める都道府県の漁獲可能量が、漁業法第１

５条第６項の規定に基づき変更されたことから、知事は福島県資

源管理方針第８による別紙１－１に即して、知事が管理する区分

における漁獲可能量を変更することとなりますので、貴委員会の

意見を求めるものです。 

４の「変更の内容」の表を御覧ください。 

表の中の太い枠で囲んだ部分が、今回の変更に関係する部分で

す。 

まずは、都道府県別漁獲可能量についてです。 

農林水産大臣からの変更通知に基づき、くろまぐろ（小型魚）

の都道府県別漁獲可能量が、当初の２２．９トンから３４．１ト

ンに変更され、１１．２トンが追加で配分されました。 

次に、知事管理区分に配分する数量についてです。 

令和７年４月１日から９月３０日までの福島県くろまぐろ（小

型魚）漁業（上半期）においては、当初の１１．４トンから１３．

６トンに変更し、２．２トンを追加で配分しています。 

令和７年１０月１日から令和８年３月３１日までの福島県く

ろまぐろ（小型魚）漁業（下半期）においては、当初の１１．５



 

トンから２０．５トンに変更し、９．０トンを追加で配分してい

ます。 

この内容について、資料１４ページを御覧ください。 

（１）の「都道府県別漁獲可能量について」を御覧ください。 

まず、小型魚の追加配分１１．２トンの内訳ですが、令和６管

理年度の漁獲可能量の未利用分の繰り越し０．６トン、令和６管

理年度の当初配分量の比率によって算定された配分として１．３

トン、消化率メリットとして令和６管理年度分の消化率が８割以

上の都道府県が対象となる配分が９．３トンとなっております。 

なお、大型魚については、混獲があった場合の管理分として配

分されている数量であるため、追加の配分はありません。 

（２）の「知事管理漁獲可能量の配分について」を御覧くださ

い。 

現状として、小型魚について上半期の漁獲実績は１３．６トン

で、当初配分していた１１．４トンを２．２トン分上回っていま

す。なお、小型魚については令和７年４月１０日に採捕停止命令

を発出し、４月１１日から９月３０日までを採捕停止期間として

いるところです。 

今回、小型魚の都道府県別漁獲可能量の追加配分が１１．２ト

ンあったうち、上半期で当初の知事管理漁獲可能量を超過した分

と同数の２．２トンを上半期に割り当て、残りの９．０トンを下

半期に割り当てて配分する案としています。 

資料１５ページを御覧ください。 

県報に登載し、告示する案でございます。 

「１ 上半期（令和７年４月１日から令和７年９月３０日ま

で）」については「福島県くろまぐろ（小型魚）漁業（上半期）」

に配分する量を１３．６トン、「２ 下半期（令和７年１０月１

日から令和８年３月３１日まで）」については「福島県くろまぐ

ろ（小型魚）漁業（下半期）」に配分する量を２０．５トンとし

ています。 

なお、福島県くろまぐろ漁業とは、本県に住所のある者がくろ

まぐろを採捕する漁業を指すもので、漁法を特定するものではな

く、知事がくろまぐろについて漁獲量の管理を行う区分の名称で

す。 

本県におけるくろまぐろの採捕は、国から配分を受けた数量を

水域や漁法、採捕する時期により区分せず、県で一体として漁獲

量を管理していくこととしております。 

くろまぐろに関する漁獲可能量の告示に関しましても、施行ま

での間、文書法規上の軽微な字句修正があった場合は、県に一任

いただきたいと思います。 

説明は以上でございます。御審議よろしくお願いします。 

議 長 ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。 



 

各委員 （質疑なし） 

議 長 質疑がないようですので、採決に移りたいと思いますがよろし

いですか。 

各委員 （「はい」との声あり） 

議 長 それでは、採決いたします。 

議案第３号、特定水産資源の漁獲可能量の変更（くろまぐろ）

について「異議なし」として答申することに賛成の委員の皆様は

挙手をお願いします。 

各委員  （挙手総員） 

議 長 会場及びＷＥＢで御参加の委員についても確認しました。 

全員賛成ですので「異議なし」として答申することに決定いた

します。 

議案第４号 特定水産資源の漁獲可能量の配分について（まさば及びごまさ

ば太平洋系群並びにまだら本州太平洋北部系群）（諮問・答申） 

議 長 議案第４号「特定水産資源の漁獲可能量の配分について（まさ

ば及びごまさば太平洋系群並びにまだら本州太平洋北部系群）」

を議題といたします。 

知事から諮問されておりますので、詳細については知事部局か

ら説明をお願いします。 

平田課長  はい、議長。 

 水産課の平田です。 

 議案第４号「特定水産資源の漁獲可能量について（まさば及び

ごまさば太平洋系群並びにまだら本州太平洋北部系群）」を御説

明いたします。 

 資料１８ページをお開きください。 

 令和７年５月３０日付け７生流第９８４号で、知事から貴委員

会へ諮問しております。 

 内容の詳細につきましては、担当から説明させますので、御審

議をよろしくお願いいたします。 

平川主査  はい、議長。 

 水産課の平川です。 

議案第４号の内容について御説明いたします。 

 資料１９ページを御覧ください。 

１の概要ですが、特定水産資源のうちまさば及びごまさば太平

洋系群並びにまだら本州太平洋北部系群について、令和７年７月

１日から令和８年６月３０日までの令和７管理年度における都

道府県別の漁獲可能量について、農林水産大臣から知事に対し配

分する数量に係る通知がありました。 

これを受け、知事は福島県資源管理方針に則して知事管理分の

漁獲可能量を定めることとなるため、貴委員会の意見を求めるも

のです。 



 

 資料２１ページを御覧ください。 

まさば及びごまさば太平洋系群等に関する令和７管理年度の

都道府県別漁獲可能量の当初配分について、令和７年５月１２日

付けで農林水産大臣から通知がありました。 

記以下の表のうち、まさば及びごまさば太平洋系群について、

都道府県別漁獲可能量は「現行水準」と示されました。 

また、現行水準の場合の目安数量は「１００トン未満」と示さ

れました。 

これは、令和７管理年度と同様であり、震災前３か年の漁獲実

績が反映されたものです。 

続いて、まだら本州太平洋北部系群について説明します。 

資料２２ページをお開きください。 

まだら本州太平洋北部系群について、都道府県別漁獲可能量は

「試行水準」と示されました。 

ここで「試行水準」の考え方について説明いたします。 

資料３６ページを御覧ください。 

これは、水産庁が公表しているＴＡＣ管理のステップアップの

考え方を示す表です。新たにＴＡＣ管理を開始する魚種は、管理

の段階を３段階に分ける「ステップアップ管理」とする方針が示

されています。 

まだら本州太平洋北部系群については、令和６管理年度からＴ

ＡＣ管理を開始しており、令和６管理年度は「ステップ１」にあ

たる資源として、ＴＡＣ報告の義務化等の取り組みが始められま

した。 

令和７管理年度は「ステップ２」として「ステップ１」の取組

に加え、都道府県等への配分の試行が開始されます。この配分が

「試行水準」です。 

具体的には、まだら本州太平洋北部系群全体は「１１，８００

トン」という数量ですが、各大臣管理区分・各知事管理区分にそ

れぞれ「試行水準」として配分され「試行目安数量」が示されま

す。 

資料にはありませんが、福島県への令和７管理年度の試行目安

数量は「１０２トン」となる見込みです。 

資料３７ページを御覧ください。 

「ステップ２」の管理の具体的内容が、中央の列に示されてい

ます。 

そのうち「漁獲が積みあがった場合の対応」に記載のとおり「ス

テップ１」に引き続き、法第３３条に基づく「採捕停止命令」は

行われません。 

資料１９ページにお戻りください。４の策定の内容を御覧くだ

さい。 

先ほど御説明しました配分予定数量について、福島県資源管理



 

方針に定める知事管理区分への配分の基準に則して配分します。 

まさば及びごまさば太平洋系群については、本県に配分された

都道府県別漁獲可能量「現行水準」の全量を福島県まさば及びご

まさば太平洋系群漁業に配分し、まだら本州太平洋北部系群につ

いては、本県に配分された都道府県別漁獲可能量「試行水準」の

全量を福島県まだら本州太平洋北部系群漁業に配分します。 

なお、福島県まさば及びごまさば太平洋系群漁業並びに福島県

まだら本州太平洋北部系群漁業とは、特定の漁法を指すものでは

なく、知事が漁獲量の管理を行う区分の名称です。 

これは、本県に住所がある者が、それぞれまさば及びごまさば

太平洋系群並びにまだら本州太平洋北部系群を採捕する漁業を

包括したもので、国から配分を受けた数量を水域や漁法、採捕す

る時期により区分せず、県で一体として漁獲量を管理していくこ

ととしております。 

これを踏まえ、県報において告示する案を資料２０ページにお

示ししております。 

なお、施行までの間、文書法規上の軽微な字句修正があった場

合は、県に一任いただきたいと思います。 

説明は以上でございます。御審議よろしくお願いします。 

議 長  ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。  

各委員  （質疑なし） 

議 長  質疑がないようですので、採決に移りたいと思いますがよろし

いですか。 

各委員  （「はい」との声あり） 

議 長 それでは、採決いたします。 

議案第４号、特定水産資源の漁獲可能量の配分（まさば及びご

まさば太平洋系群並びにまだら本州太平洋北部系群）について

「異議なし」として答申することに賛成の委員の皆様は挙手をお

願いします。 

各委員 （挙手総員） 

議 長  会場およびＷＥＢで御参加の委員についても確認しました。 

全員賛成ですので「異議なし」として答申することに決定いた

します。 

議案第５号 沖合天然礁はえなわ漁業に関する委員会指示について 

議 長 議案第５号「沖合天然礁はえなわ漁業に関する委員会指示につ

いて」を議題といたします。 

委員会指示ですので、詳細については事務局から説明をお願い

します。 

事務局(佐

藤次長) 

はい、議長。 

事務局の佐藤です。 



 

議案第５号「沖合天然礁はえなわ漁業に関する委員会指示につ

いて」を御説明いたします。 

資料は２３ページからになりますが、はじめに２４ページの操

業禁止区域の図を御覧ください。 

この指示は、富岡川河口中央正東線以南の水深１００メートル

以深のはえなわ漁業を承認制とし、図の斜線部分を操業禁止区域

とするものです。 

資料２５ページを御覧ください。 

指示発動までの経緯等について、御説明いたします。 

昭和５７年から５９年にかけて、沖合の天然礁でマダラを対象

とした県外はえなわ船の操業が目立つようになり、漁場を独占し

ている状況になりました。 

指示発動の理由は、はえなわ漁業は本県では自由漁業であり、

他県と不平等であることから委員会指示で対応することとし、昭

和６０年に指示の発動が決定されました。 

指示内容等の推移については表に示したとおりで、平成２年６

月に県内船のみを対象とした承認枠数を決定し、最終的には平成

２０年２月の漁業者協議会で内容の継続が決定され、現在に至っ

ております。 

資料２６ページをお開きください。 

表１は承認及び操業実績を示しております。 

近年は勿来支所所属船３隻、江名町１隻の合計４隻を承認して

いましたが、令和４年度以降は承認実績がゼロとなっておりま

す。 

表２及び図１に、いわき地区におけるマダラの漁獲実績を示し

ております。はえなわ漁業では、平成２７年に７４７ｋｇの実績

がありましたが、以降はございません。 

現在、本県の沿岸漁業は本格操業に向けた移行期間であり、今

後操業がさらに拡大していけば、従来同様の操業秩序の確保が必

要ですので、従来同様の委員会指示の発動を御提案いたします。 

資料２３ページにお戻り下さい。 

委員会指示の案について示しております。 

これまでと同じ内容となっており、指示の概要について御説明

いたします。 

一、操業の承認は、富岡川河口中央から正東の線以南の水深１

００ｍ以深の福島県海域においてはえなわ漁業を営む者は、使用

する船舶毎に委員会の承認を受けなければなりません。 

二、承認の対象船舶は総トン数７トン未満です。 

三、操業期間は、令和７年１０月１日から令和８年３月３１日

までです。 

四、制限又は条件として、１操業の禁止区域、２承認証の備え

付け及び標識の表示、３操業の協定を規定しています。 



 

この指示に違反したときは、承認を取り消すことがあります。 

指示の有効期間は、令和７年１０月１日から令和８年９月３０

日までです。 

議案第５号「沖合天然礁はえなわ漁業に関する委員会指示につ

いて」の説明は以上です。御審議よろしくお願いいたします。 

議 長 ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。 

各委員 （質疑なし） 

議 長 質疑がないようですので、採決に移りたいと思いますがよろし

いですか。 

各委員 （「はい」との声あり） 

議 長  それでは、採決いたします。 

議案第５号、沖合天然礁はえなわ漁業に関する委員会指示につ

いて、原案どおり発動することに賛成の委員の皆様は挙手をお願

いします。 

各委員 （挙手総員） 

議 長 会場およびＷＥＢで御参加の委員についても確認しました。 

全員賛成ですので、原案どおり委員会指示を発動することに決

定いたします。 

議案第６号 河口付近はえなわ漁業に関する委員会指示について 

議 長 議案第６号「河口付近はえなわ漁業に関する委員会指示につい

て」を議題といたします。 

委員会指示ですので、詳細については事務局から説明をお願い

します。 

事務局(佐

藤次長) 

はい、議長。 

事務局の佐藤です。 

議案第６号「河口付近はえなわ漁業に関する委員会指示につい

て」を御説明いたします。 

資料２７ページからになりますが、はじめに２８ページを御覧

ください。指示発動の背景と経緯を御説明いたします。 

この指示は昭和５６年から発動されております。対象魚種はサ

ケで、河川の河口付近に集まるサケを保護し、増殖事業に必要な

親魚の確保を促すものです。 

指示発動までの背景ですが、サケ資源増大を目指していた増殖

団体からの要望で、刺し網漁業を期間限定で禁止する県漁業調整

規則が昭和４９年に制定されました。 

その後、海面漁獲の更なる制限が必要とされたことから、刺し

網漁業に加え、自由漁業であった「はえなわ漁業」についても、

委員会指示により昭和５６年から禁止してきております。 

指示内容等の推移については、下段の表のとおりとなっていま

す。 



 

資料２９ページを御覧ください。表１及び図１に、本県のサケ

親魚回帰状況を示しています。 

東日本大震災の影響を受けた後、回復に向かうかと期待されま

したが、令和元年以降極めて少ない採捕尾数となっています。 

資料３０ページをお開きください。福島県漁業調整規則第４１

条の２で示される区域の概念図を示しています。河口付近の半円

を除く②の海域が、はえなわ漁業禁止区域となります。 

資料２７ページにお戻りください。委員会指示の案について示

しております。 

内容は、福島県漁業調整規則第４１条の２第１号から第５号に

規定する区域においては、令和７年１０月１５日から同年１１月

１４日までの間は、はえなわ漁業を営んではならないとするもの

でございます。 

議案第６号「河口付近のはえなわ漁業に関する委員会指示につ

いて」の説明は以上です。御審議よろしくお願いいたします。 

議 長 ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。 

各委員 （質疑なし） 

議 長 質疑がないようですので、採決に移りたいと思いますがよろし

いですか。 

各委員 （「はい」との声あり） 

議 長 それでは、採決いたします。 

議案第６号、河口付近はえなわ漁業に関する委員会指示につい

て、原案どおり発動することに賛成の委員の皆様は挙手をお願い

します。 

各委員 （挙手総員） 

議 長 会場およびＷＥＢで御参加の委員についても確認しました。 

全員賛成ですので、原案どおり委員会指示を発動することに決

定いたします。 

議案第７号 小型定置漁業の保護区域に関する委員会指示について 

議 長 議案第７号「小型定置漁業の保護区域に関する委員会指示につ

いて」を議題といたします。 

委員会指示ですので、詳細については事務局から説明をお願い

します。 

事務局(佐

藤次長) 

はい、議長。 

事務局の佐藤です。 

議案第７号「小型定置漁業の保護区域に関する委員会指示につ

いて」を御説明いたします。 

資料３１ページからになりますが、はじめに３２ページを御覧

ください。指示発動の背景と経緯を御説明いたします。 

 この指示は、昭和２７年に定置網保護のために発動され、現在



 

はサケなどの小型定置網の周囲を保護し、他の漁業の操業を制限

する内容となっています。 

 指示発動の経過等については、資料に記載のとおりとなってい

ます。 

東日本大震災前の小型定置網操業実績は、共同漁業権漁業で３

か統、知事許可漁業の小型定置網が４か統の合計７か統ありまし

た。 

 東日本大震災の津波により漁具が被害を受け、すぐに操業を再

開できませんでしたが、令和２年１１月に相馬双葉漁協から知事

許可の申請があり、磯部、鹿島で２件の許可を受けています。 

今後は操業拡大を目指し、操業の再開が見込まれることから、

従来同様の委員会指示の発動を御提案するものでございます。 

 資料３１ページにお戻りください。委員会指示の案について示

しております。 

保護区域は、網漁具張り立ての位置から前面５００ｍ、後面５

００ｍ及び沖面５００ｍの連絡線によって囲まれた区域です。 

 禁止する漁業種類はまき網、固定式刺し網、流し網、機船船び

き網、かご、どう及びつぼの各漁業でございます。 

 指示の有効期間は令和７年９月１日から令和８年８月３１日

までの１年間です。 

議案第７号「小型定置漁業の保護区域に関する委員会指示につ

いて」の説明は以上です。御審議よろしくお願いいたします。 

議 長 ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。 

各委員 （質疑なし） 

議 長 質疑がないようですので、採決に移りたいと思いますがよろし

いですか。 

各委員 （「はい」との声あり） 

議 長 それでは、採決いたします。 

議案第７号、小型定置漁業の保護区域に関する委員会指示につ

いて、原案どおり発動することに賛成の委員の皆様は挙手をお願

いします。 

各委員 （挙手総員） 

議 長 会場およびＷＥＢで御参加の委員についても確認しました。 

全員賛成ですので、原案どおり委員会指示を発動することに決

定いたします。 

（２）報告 

報告事項ア ぶりの漁獲可能量による管理を行う際の参考となる数量につい

て 

議 長 続きまして、議題（２）報告事項に移ります。 

報告事項ア「ぶりの漁獲可能量による管理を行う際の参考とな



 

る数量について」を知事部局から報告願います。 

平川主査 はい、議長。 

水産課の平川です。 

報告事項ア「ぶりの漁獲可能量による管理を行う際の参考とな

る数量について」の内容について説明いたします。 

資料３３ページを御覧ください。１の「概要」について説明し

ます。 

今回の報告は、令和７管理年度である令和７年４月１日から令

和８年３月３１日における「ぶり」について、水産庁が管理を行

う際の参考となる数量を示したため報告するものです。 

２の「経緯」として、ＴＡＣ管理の状況について説明します。 

「ぶり」については、令和７管理年度よりＴＡＣ管理が開始さ

れています。 

令和７管理年度分として、農林水産大臣から福島県に配分され

た都道府県別漁獲可能量は「１０１，０００トンの内数」であり、

令和７年２月１８日開催の当委員会において、全量を知事管理漁

獲可能量に配分することとして諮問し、異議なしとの答申を受

け、配分する数量を定めました。 

「１０１，０００トンの内数」というのは、国として定められ

た「ぶり」全体の漁獲可能量が１０１，０００トンであり、各道

県と大臣管理区分に対し、それぞれ「１０１，０００トンの内数」

として、数量の区別なく配分されているものです。 

「ぶり」は令和７管理年度において、水産庁の資源管理方針に

定められた「ステップアップ管理」の「ステップ１」の段階であ

り、具体的な配分数量は設定されないものの、水産庁から都道府

県に対し、具体的な管理を行う際の参考となる数量を提示するこ

ととしていました。 

「ステップアップ管理」については、資料３６ページをお開き

ください。これは、水産庁が示しているＴＡＣ管理のステップア

ップの考え方です。 

現在は、表の中の「１年目」の列にあたります。 

ステップは３段階に分かれており、ステップ１とステップ２で

最長３年間とされ、その後ステップ３として実効的な管理へ移行

するという段階的なプロセスとなります。 

各ステップの詳細については、資料３７ページをお開きくださ

い。これは、水産庁が示しているＴＡＣ管理のステップアップの

考え方であり、表の中の「ステップ１」の列に記載されているの

が現在の状況です。 

ステップ１の列のうち「ＴＡＣの配分」という項目を御覧くだ

さい。記載として「実質的に国一括の管理とし、具体的な配分数

量は設定しない」、「ただし、都道府県に対し、今後、具体的な管



 

理を行うために参考となる数量を提示」とあります。 

ここに記載される「参考となる数量」というのが、今回提示さ

れた数量です。 

この「ＴＡＣの配分」という項目を右側に向かって見ていくと、

ステップ２では都道府県等への配分の試行を実施とあります。こ

こでは、漁業の実態や資源の特性に応じた配分ルール等が検討さ

れます。 

ステップ３では配分ルールに基づき、都道府県等へ配分とあり

ます。ここでは、漁獲量上位８割に含まれる場合は数量明示され、

それ以外は現行水準とされます。 

なお「漁獲が積み上がった場合の対応」という項目に記載のと

おり、ステップ１とステップ２においては、漁獲が積み上がって

も漁業法第３３条に基づく「採捕停止命令」は行わないこととし

ています。 

資料３３ページにお戻りください。 

３の「管理を行う際の参考となる数量について」を説明します。 

管理を行う際の参考となる数量について、水産庁は事務連絡に

よって数量を示しました。 

資料３４ページを御覧ください。 

令和７年４月１６日付けの水産庁からの事務連絡です。 

水産庁は、福島県について、令和７管理年度における「ぶり」

の管理を行う際の参考となる数量を、表の右端の列に記載のとお

り「３０トン」と示しました。 

この「３０トン」という数量は、都道府県及び大臣管理区分の

合計である１０１，０００トンに対し、福島県分の参考シェアで

ある「０．０３％」を掛けて算出されたものです。 

この「０．０３％」という値は、令和３年から令和５年までの、

都道府県及び大臣管理区分の３か年の漁獲実績シェアの平均値

です。 

つまり、令和３年から令和５年までの漁獲実績を配分対象とな

る３８都道府県と、大臣管理区分を合わせた区分で分けた際に、

福島県の割合が０．０３％であり、これを令和７管理年度の福島

県分の参考数量の算定に用いているということです。 

資料３３ページにお戻りください。 

３の「管理を行う際の参考となる数量について」の、黒ポツの

３番目の部分です。 

先ほども申し上げましたが、現在は「ステップアップ管理」の

「ステップ１」の段階であるため、漁獲が積み上がった場合でも

漁業法第３３条に基づく「採捕停止命令」は発出しないこととし

ています。 

説明は以上です。 

議 長 ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。 



 

各委員 （質疑なし） 

議 長 質疑がないようですので、ただ今の報告につきましては、御承

知願います。 

報告事項イ 全国海区漁業調整委員会連合会通常総会（第６１回）の結果につ

いて 

議 長 報告事項イ「全国海区漁業調整委員会連合会通常総会（第６１

回）の結果について」を事務局から報告願います。 

事務局(佐

藤次長) 

はい、議長。 

事務局の佐藤です。 

報告事項イ「令和７年度全国海区漁業調整委員会連合会通常総

会（第６１回）の結果について」を御報告いたします。 

資料の３８ページをお開きください。 

本県は全漁調連の会長県となっておりましたので、本通常総会

を５月１２日に山口県山口市において、山口県と連携し開催して

まいりました。本県からは今野会長以下、事務局職員６名が出席

し対応いたしました。 

資料の４１ページの次第を御覧ください。 

議事は第１号から５号議案のとおりで、第１号議案は「令和６

年度の事業報告及び収支決算」、第２号議案は「令和７年度の事

業計画及び収支予算案」、第３号議案は「令和７年度中央要望活

動の要望書について」、第４号議案は「次期総会の開催地につい

て」、第５号議案は「次期役員選出について」、それぞれ慎重な審

議が行われ、いずれの議案も異議なく可決されました。 

資料６１ページをお開きください。 

第３号議案の要望内容では、これまでどおりの７項目の要望事

項を柱に、各ブロックから要望が出された新規要望項目として、

海区漁業調整委員会の事務局職員に対する研修強化や委員会の

役割等に関する解説書の作成・配布、またクロマグロ資源回復に

伴うイカ等の水産資源への影響評価とイカ釣り漁業への被害低

減技術開発などの新規項目が盛り込まれました。 

第３号議案で議決した要望書に基づき、会長以下役員が６月か

ら７月に水産庁はじめ中央省庁への要望活動を行う予定として

おります。 

また、第４号議案の次期総会開催地は東京都となりました。 

資料８４ページをお開きください。 

第５号議案では、本県今野会長の会長職任期満了に伴い、次期

会長に山口県日本海海区の中島会長が選出されました。 

東日本ブロック役員については、副会長に青森県東部海区の松

本会長、理事に宮城海区の尾定会長と茨城海区の清水会長、監事

に神奈川海区の櫻本会長がそれぞれ選出されました。 

報告事項イ「令和７年度全国海区漁業調整委員会連合会通常総



 

会（第６１回）の結果について」の説明は以上です。 

議 長 ただ今の説明に対して、御質疑等はありませんか。 

各委員 （質疑なし） 

議 長 質疑がないようですので、ただ今の報告につきましては、御承

知願います。 

６ 閉会 

議 長 これで予定された議題について、すべて終了いたしました。 

これをもちまして、第２３期第２回福島海区漁業調整委員会を

閉会いたします。皆様、お疲れ様でした。 

  



 

 


